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（１）育児・教育費用負担の重さ

（子育て費用負担）
子育てにかかる費用はどのくらいになるのだ
ろうか。
厚生労働省「21世紀出生児縦断調査」による
と、子どもが６か月児のときの調査（第１回調
査：2001（平成13）年度）では、月額で平均
4.1万円かかっている。ただし、多いのは１万
円（全体の32.0％）及び２万円（全体の28.2％）
で、これらで全体の６割を占める。また、子ど
も１人のみの場合には平均５万円で、２人（平
均3.2万円）、３人（平均3.4万円）の場合よりも
高い。
１歳６か月児になったときの同調査（第２回
調査：2002（平成14）年度）でも、平均は月額
2.8万円である。最も多いのが１万円（全体の
39.5％）、次いで２万円（全体の20.8％）となっ

ている。世帯の年収が上がると高くなり、たと
えば800万円以上の年収の世帯では、月額5.5万
円以上が22.1％の高率となっている。
保育所を利用するようになると、保育料負担
が必要となる。保育料徴収規準額表（2003（平
成15）年度）によると、世帯の所得段階により、
３歳未満児の場合には月額０円から８万円ま
で、３歳以上児の場合には月額０円から77,000
円まで設定されている。４ 厚生労働省「地域児
童福祉事業等調査」（2000（平成12）年）によ
れば、児童１人の世帯における保育料は、月額
１万円未満が21.8％、１～２万円が22.1％、２
～３万円が32.4％、３～４万円が14.4％、４万
円以上が9.4％となっている。また、認可外保
育施設を利用した場合には、保育所よりも保育
料負担が重く、全体の約６割は月額３万円以上
となっている。
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第1－2－26図　父母の１年前の総収入額別にみた１か月の子育て費用

資料： 
　注： 

厚生労働省「21世紀出生児縦断調査」 
第１回調査では６か月児、第２回調査では１歳６か月児の子育て費用が対象。また、子育て費用及び父母の年
収は、万円単位（１万円未満は四捨五入）での記載を求めている。 
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４ たとえば、市町村税非課税世帯の割合は、３歳未満児は月額9,000円、３歳以上児は、月額6,000円、市町村民税が年
額64,000円以上160,000円未満の場合には、３歳未満児は月額44,500円、３歳以上児は月額41,500円となっている。



（教育費用負担）
子育て費用の中では、教育費の占める割合が
高い。野村證券「第８回家計と子育て調査」
（2003（平成15）年）によると、教育費は、子
育て費用（教育費、医療費、食費、被服費の他、
こづかい、子どものための保険など子どものた
めの支出全般）の38％を占めている。母親の年
代別にみると、年齢層が上がるほど、教育費の
割合が高くなる傾向があり、40代以上では、平
均46％となり、子育て費用の半分は教育費とな
っている。
具体的な教育費用負担を文部科学省の統計か
らみると、１年間の教育費（学校教育費、学校
給食費、塾や習い事などの学外活動費の合計）
は、幼稚園では、公立で約23万円、私立では約
52万円、小学校では公立で約29万円、中学では、
公立で約44万円、私立で約123万円、高校では、
公立で約53万円、私立で約103万円となってい
る。

仮に物価水準の変化などを無視して計算する
と、幼稚園から高等学校まですべて公立に通っ
た場合では14年間で約511万円、幼稚園と高等
学校で私立に通った場合は約720万円、小学校
以外すべて私立に通った場合は約959万円かか
る。
これに加えて大学（昼間部）に進学した場合
には、大学生の学生生活費（学費と生活費の合
計）が、国立で約159万円、私立で約215万円、
全平均で年間約202万円かかることになる。大
学４年間では、平均で約807万円かかる。
以上を合計すると、幼稚園から高等学校まで
公立で、大学のみ国立に通った場合には、約
1,147万円かかる。仮に、小学校だけ公立で、
あとはすべて私立とすると、約1,817万円かか
ることになる。５

厚生労働省「国民生活基礎調査」（2003（平
成15）年）によると、18歳未満の児童のいる世
帯に生活意識を尋ねたところ、「大変苦しい」

５ 小学校だけ公立で、あとはすべて私立とし、大学生の時に下宿・間借り等自宅を離れて生活をした場合には、約
2,004万円となる。
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第1－2－27図　毎月の利用料別にみた世帯構成（利用保育施設の種類別）

資料： 
　注： 

厚生労働省「地域児童福祉事業等調査」（2000（平成12）年） 
「児童１人」の世帯で、利用料が不詳の世帯以外のものを対象 
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第1－2－28図　子どもの教育費（幼児・児童・生徒１人当たり年額）

資料： 
　注： 

文部科学省「子どもの学習費調査」（2002（平成14）年度） 
棒グラフ上の数値は、学習費総額 
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第1－2－29図　幼稚園4歳から高等学校（14年間）と大学までの教育費等の総額

資料： 
　注： 

文部科学省「子どもの学習費調査」、「学生生活調査」（2002（平成14）年度） 
棒グラフ右の数値は、左から高等学校までの学習費総額の合計、国立大学（昼間部）に４年間通った場合、私
立大学（昼間部）に４年間通った場合の数値。なお、大学の場合は学費の他、生活費を含む。 
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が26％、「やや苦しい」が36％、「普通」が34％
となっており、６割の世帯が生活が苦しいと認
識している。これは、全世帯平均（「大変苦し
い」が22％、「やや苦しい」が32％、「普通」が
42％）や高齢者世帯（「大変苦しい」が20％、
「やや苦しい」が28％、「普通」が48％）よりも、
生活が苦しいと認識している世帯の割合が高
い。その理由として、前述した子育てや子ども
の教育にかかる負担が反映しているものと考え
られる。

（２）就業と家庭のバランス

（ワーク・アンド・ファミリーバランス）
理想の子ども数を持たない理由として、夫の
家事・育児への協力が得られないから、と回答
する妻も１割以上存在する。育児の心理的・肉
体的負担の軽減にあたっては、夫婦がお互いに
育児の負担を分かち合えるよう協力しあうこと

が重要である。そのためには、仕事と家庭に時
間をどう配分するか（ワーク・アンド・ファミ
リーバランス）が親にとって、大きな問題とな
ってくる。
週当たり労働時間をみると、男性は49.6時間、
女性は35.3時間となっている。子育て期・子ど
もが就学期にあると考えられる25～49歳につい
て、年齢階級・労働時間階級別にその分布をみ
ると、４割強の男性で週当たり労働時間が49時
間以上であり、特に２割程度が週60時間以上の
労働時間となっている。とくに子育て期にある
30歳代では約４分の１が週60時間以上も就業し
ている。こうした過重な労働時間が、育児に時
間を配分することを阻害していることは想像に
難くない。
女性では、年齢が上がるにつれて、週30時間
未満の短時間就労の者の割合が上昇し、35歳以
上で３割以上に達しているが、その一方で、週
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第1－2－30図　就業時間別従業者割合

資料： 総務省統計局「労働力調査」（2003（平成15）年） 
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